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1.  平成23年3月期第2四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第2四半期 3,351 △15.0 △43 ― △89 ― △102 ―

22年3月期第2四半期 3,944 △21.8 △304 ― △322 ― 7 △93.9

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第2四半期 △4,421.61 ―

22年3月期第2四半期 315.89 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第2四半期 2,637 81 2.6 2,705.95
22年3月期 2,653 133 4.6 5,526.36

（参考） 自己資本   23年3月期第2四半期  67百万円 22年3月期  122百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00

23年3月期 ― 0.00

23年3月期 
（予想）

― 200.00 200.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 7,000 6.9 70 ― 40 ― 130 ― 5,186.31



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
・この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外でありますが、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引
法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しております。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について
は、四半期決算短信（添付資料）2ページ「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.3「その他」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期2Q 25,066株 22年3月期  22,226株

② 期末自己株式数 23年3月期2Q  ―株 22年3月期  ―株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期2Q 23,248株 22年3月期2Q 22,226株
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当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、中国をはじめとするアジアを中心とした輸出の増

加及び国内顧客の業績回復により拡大基調で推移しているものの、依然としてデフレ進行や深刻な雇用

情勢等への不安が残り、先行きの不透明感は払拭されずに推移いたしました。  

当社グループが属する電子部品事業業界におきましては、新興国市場が活況であることに加え、パソ

コン等のOA機器及び自動車関連分野などを中心に需要が回復してきておりますが、価格競争の激化や原

材料価格の上昇傾向が続くなど依然厳しい状況が続いております。  

このような環境下、当社グループは海外でのプリント基板のさらなる品質の安定、向上を図っている

電子部品事業、国内での新たな環境事業を模索し、始動しはじめた環境関連事業、「３Ｄ時代」の到来

を見据え、３Ｄ関連商品の研究開発、販売を進めているリアリティプロダクツ事業、これらの３事業を

柱として、売上総利益率の改善向上、経費の削減、収益の拡大、これらを押し進め、経営基盤の強化に

努めてまいりました。 

しかしながら、当第２四半期連結累計期間の経営成績は、売上高3,351百万円(前年同期比15.0％

減)、営業損失43百万円(前年同期は営業損失304百万円）、経常損失89百万円(前年同期は経常損失322

百万円) 、四半期純損失102百万円(前年同期は四半期純利益7百万円) となりました。 

 また、当第２四半期連結会計期間では売上高1,679百万円(第１四半期の売上高1,671百万円より0.4％

増)、営業利益21百万円(第１四半期は営業損失64百万円)、経常利益13百万円(第１四半期は経常損失

103百万円)、四半期純利益18百万円(第１四半期は四半期純損失121百万円)の黒字決算を達成いたしま

した。また、四半期連結会計期間としては平成20年３月期第３四半期以来の営業黒字を達成し、着実に

業績回復期へ移行しつつあります。 

  

当第２四半期連結会計期間末における総資産は2,637百万円で、前連結会計年度末比16百万円の減少

となりました。なお、子会社の東莞泰山電子有限公司の売却により、関係会社株式売却損128百万円を

計上しましたが、赤字体質の子会社を売却することにより負の要因を一掃し、財務体質の改善を図りま

した。 

負債総額は2,556百万円で、未払金等の増加により、前連結会計年度末比36百万円の増加となりまし

た。 

純資産は四半期純損失102百万円の計上等により、前連結会計年度末比52百万円の減少となりました

が、第１四半期連結会計期間末比では41百万円増加し、81百万円まで回復しております。 

  

業績予想は現時点で入手可能な情報に基づいております。通期予想につきましては、当社コア事業で

ある電子部品事業の回復等を勘案した結果、当第２四半期連結累計期間において、新株予約権の行使に

よる発行済株式数の増加に伴い、１株当たり当期純利益予想は変更しておりますが、その他の業績予想

数値は平成22年５月18日公表時から変更しておりません。 

  

1. 当四半期の連結業績等に関する定性的情報

(1) 連結経営成績に関する定性的情報

(2) 連結財政状態に関する定性的情報

(3) 連結業績予想に関する定性的情報
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該当事項はありません。 

  

 一部簡便な会計処理を適用しております。 

  

「資産除去債務に関する会計基準」等の適用  

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号 平成20年

３月31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号 平成20

年３月31日)を適用しております。 なお、これによる営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純

損失に与える影響は軽微であります。 

  

「企業結合に関する会計基準」等の適用 

第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成20年12月

26日)、「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)、「『研究開発

費等に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第23号 平成20年12月26日)、「事業分離等に関す

る会計基準」(企業会計基準第７号 平成20年12月26日)、「持分法に関する会計基準」(企業会計基準

第16号 平成20年12月26日)及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企

業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日)を適用しております。 

  

表示方法の変更 

(四半期連結損益計算書関係)  

 「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)に基づき財務諸表等

規則等の一部を改正する内閣府令(平成21年３月24日 内閣府令第５号)の適用に伴い、当第２四半期

連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目を表示しております。 

  

当社グループは、前連結会計年度まで２期連続で営業損失を計上しておりますが、当第１四半期連

結累計期間においても営業損失64百万円、経常損失103百万円、四半期純損失121百万円と赤字決算で

あり、純資産も42百万円にまで減少しました。当第２四半期連結会計期間では、売上高1,679百万

円、営業利益21百万円、経常利益13百万円、四半期純利益18百万円の黒字決算を達成しました。さら

に純資産も81百万円まで回復し、着実に業績回復期へ移行しつつあります。しかしながら、当第２四

半期連結会計期間のみでは、当第１四半期連結累計期間の赤字を一掃するには至らず、当第２四半期

連結累計期間では売上高3,351百万円、営業損失43百万円、経常損失89百万円、四半期純損失102百万

円であり、引き続き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しており

ます。  

当社グループはこのような状況を改善するために、以下２点を重要課題として各事業部が継続して

取り組んでおります。  

・「収益力の改善」: ファブレス・メーカーとしての売上拡大及び売上総利益率の改善、仕入経費の

コントロール  

・「資金繰りの見直し」: 直接金融及び間接金融を活用したキャッシュ・フロー及びバランス・シー

トの改善 

2. その他の情報

(1) 重要な子会社の異動の概要

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要

(4) 継続企業の前提に関する重要事象等の概要
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・「収益力の改善」 

１．電子部品事業  

 当社グループの主力のプリント基板につきましては、主要顧客の大手日系メーカーの生産回復によ

る受注が増加しており、着実に業績回復に移行しております。当社グループはこのような経済環境の

もと、より効率的に事業体制を見直しした結果、JET MASTER LIMITED（東莞泰山電子有限公司の持株

会社）の全株式を、平成22年６月30日付でOnpress International Limitedに売却しました。同社

は、平成20年９月に子会社化致しましたが、その後のリーマン・ショックから始まった経済不況に伴

いグループ全体のプリント基板の受注が減少し、その一方で中国政府の所得底上げ政策により従業員

の賃金も上昇したことで、電子部品事業全体の収益が悪化致しました。従って当社はこれらの負の要

因を払拭するため、同社を売却することにより原価及び人件費等の経費の削減を図り、日系メーカー

からの受注回復による販売単価の上昇により、売上総利益率の改善を行ってまいります。これらの要

因及び対応策を予定、実施することにより、当該事業の黒字化を図ります。  

 なお、上記株式譲渡代金は3,500千USドルであり、平成22年９月30日現在までに2,800千USドルが入

金済みであります。残金は、平成23年12月までに３回に分けて入金される予定でありますが、当社グ

ループが契約上の様々な義務を履行することが支払要件とされており、当該義務履行等に伴い経済的

負担が発生する可能性、代金回収に関する不確実性が存在しております。 

２．環境関連事業  

 既存商品であるバイオマスプラスチック、エコバイク、新しい環境関連商品等の高品質・低価格化

による当該事業の拡大、原価低減、売上総利益率向上により効率的事業体制を確立し、当該事業の黒

字化を図ってまいります。 

３．リアリティプロダクツ事業  

 ３Ｄ関連商品（３Ｄモジュール及び３Ｄモニター）の商品開発を推進しております。当社独自の技

術による「裸眼３Ｄ映像用モニター」（商品名 グラスフリー ３Ｄ ＲＶモニター）の開発を進めて

おり、平成22年６月に業務提携しました株式会社ダイマジックのサラウンド音響技術を当社の３Ｄ映

像と融合することにより、３Ｄ映像及び３Ｄ音響を同時に楽しんで頂ける商品となっております。現

在、平成23年１月下旬から２月中旬の発売に向け準備を進めております。昨今の映画産業及びＴＶ放

送業界等において、デジタル化、３Ｄ化の進展が著しいことから、「裸眼３Ｄ映像用モニター」の市

場には大きな可能性があるものと確信しております。３Ｄ関連商品の重点的、効率的かつ効果的な研

究開発を進め、予定どおり市場に投入し、初期投資額を早期に回収し、当該事業の黒字化を図ってま

いります。 

 更に今後は「３Ｄモジュール及び３Ｄモニター」の開発及び販売にとどまらず、新規技術とニーズ

の開拓を推進します。 

・「資金繰りの見直し」  

１．Ｏａｋキャピタル株式会社による新株予約権の行使  

 Ｏａｋキャピタル株式会社に対して、平成22年６月10日に新株予約権（権利行使予定総額約４億

円）を発行しております。今後Ｏａｋキャピタル株式会社が権利を行使することにより、資金の調達

が可能となりますが、本新株予約権行使については、その性質上、割当先であるＯａｋキャピタル株

式会社に委ねられることから、当社にとって機動的な調達となりえない可能性があり、不確実性が存

在します。当社は、今後権利行使が順調に進むよう、業績回復、向上に努めてまいります。 

２．返済条件に関する金融機関との協議  

 平成22年９月28日償還予定であった社債100百万円については、現在取引のある金融機関から長短

借入金100百万円を調達することができ、予定どおり償還いたしました。  

 また、別の金融機関に対して、借入金の毎月の約定返済額が多額の為、６ヶ月間元本のリスケジュ

ールを要請しておりましたが、平成22年９月末より平成23年２月末まで実施して頂くことになりまし

た。  

 なお、当該借入金以外の有利子負債については、約定返済を行う予定としております。 
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3. 四半期連結財務諸表

(1) 四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 241,796 257,960

受取手形及び売掛金 1,534,917 1,158,896

商品及び製品 163,580 290,750

仕掛品 51,424 23,288

原材料及び貯蔵品 71,589 55,409

未収入金 122,515 66,710

その他 83,560 76,300

貸倒引当金 △12,948 △10,659

流動資産合計 2,256,435 1,918,656

固定資産

有形固定資産 48,875 464,915

無形固定資産

のれん 14,089 14,760

その他 4,189 46,639

無形固定資産合計 18,278 61,400

投資その他の資産

投資有価証券 280,019 174,713

その他 62,858 82,503

貸倒引当金 △48,728 △48,728

投資その他の資産合計 294,150 208,489

固定資産合計 361,304 734,805

繰延資産 19,555 －

資産合計 2,637,295 2,653,462

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,195,482 1,214,419

短期借入金 396,692 358,221

1年内返済予定の長期借入金 158,943 173,802

1年内償還予定の社債 20,000 120,000

未払法人税等 4,754 3,612

未払金 261,516 96,797

賞与引当金 5,492 8,889

その他 66,373 85,702

流動負債合計 2,109,255 2,061,445

固定負債

社債 － 10,000

長期借入金 441,120 437,399

退職給付引当金 2,000 1,900

その他 3,770 8,989

固定負債合計 446,891 458,288

負債合計 2,556,146 2,519,734
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(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 547,801 521,846

資本剰余金 536,801 510,846

利益剰余金 △922,226 △819,432

株主資本合計 162,377 213,260

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △4,629 △3,996

為替換算調整勘定 △89,921 △86,435

評価・換算差額等合計 △94,550 △90,431

新株予約権 9,732 7,237

少数株主持分 3,589 3,662

純資産合計 81,148 133,728

負債純資産合計 2,637,295 2,653,462
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(2) 四半期連結損益計算書

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日)

売上高 3,944,269 3,351,305

売上原価 3,433,037 2,928,614

売上総利益 511,232 422,691

販売費及び一般管理費 816,105 466,411

営業損失（△） △304,873 △43,720

営業外収益

受取利息 2,883 78

解約精算金 － 8,020

その他 6,535 2,648

営業外収益合計 9,419 10,746

営業外費用

支払利息 25,606 9,678

為替差損 － 22,690

貸倒損失 － 18,978

その他 1,620 5,627

営業外費用合計 27,227 56,975

経常損失（△） △322,681 △89,949

特別利益

固定資産売却益 30 －

関係会社株式売却益 222,721 －

投資有価証券売却益 121,917 －

賞与引当金戻入額 － 3,171

新株予約権戻入益 － 1,931

持分変動利益 － 99,749

事業譲渡益 － 16,549

その他 6,185 －

特別利益合計 350,855 121,401

特別損失

前期損益修正損 19,912 －

固定資産除却損 － 368

減損損失 8,719 －

のれん償却額 45,132 －

関係会社株式売却損 － 128,906

投資有価証券評価損 － 106

その他 1,525 －

特別損失合計 75,290 129,380

税金等調整前四半期純損失（△） △47,116 △97,928

法人税、住民税及び事業税 13,679 4,796

法人税等調整額 △67,500 －

法人税等合計 △53,821 4,796

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △102,725

少数株主利益又は少数株主損失（△） △315 67

四半期純利益又は四半期純損失（△） 7,020 △102,793

ＫＦＥ　ＪＡＰＡＮ株式会社(3061)平成23年３月期　第２四半期決算短信〔日本基準〕(連結)

- 7 -



当社グループは、前連結会計年度まで２期連続で営業損失を計上しておりますが、当第１四半期連

結累計期間においても営業損失64百万円、経常損失103百万円、四半期純損失121百万円と赤字決算で

あり、純資産も42百万円にまで減少しました。当第２四半期連結会計期間では、売上高1,679百万

円、営業利益21百万円、経常利益13百万円、四半期純利益18百万円の黒字決算を達成しました。さら

に純資産も81百万円まで回復し、着実に業績回復期へ移行しつつあります。しかしながら、当第２四

半期連結会計期間のみでは、当第１四半期連結累計期間の赤字を一掃するには至らず、当第２四半期

連結累計期間では売上高3,351百万円、営業損失43百万円、経常損失89百万円、四半期純損失102百万

円であり、引き続き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しており

ます。  

当社グループはこのような状況を改善するために、以下２点を重要課題として各事業部が継続して

取り組んでおります。  

・「収益力の改善」: ファブレス・メーカーとしての売上拡大及び売上総利益率の改善、仕入経費の

コントロール  

・「資金繰りの見直し」: 直接金融及び間接金融を活用したキャッシュ・フロー及びバランス・シー

トの改善 

・「収益力の改善」 

１．電子部品事業  

 当社グループの主力のプリント基板につきましては、主要顧客の大手日系メーカーの生産回復によ

る受注が増加しており、着実に業績回復に移行しております。当社グループはこのような経済環境の

もと、より効率的に事業体制を見直しした結果、JET MASTER LIMITED（東莞泰山電子有限公司の持株

会社）の全株式を、平成22年６月30日付でOnpress International Limitedに売却しました。同社

は、平成20年９月に子会社化致しましたが、その後のリーマン・ショックから始まった経済不況に伴

いグループ全体のプリント基板の受注が減少し、その一方で中国政府の所得底上げ政策により従業員

の賃金も上昇したことで、電子部品事業全体の収益が悪化致しました。従って当社はこれらの負の要

因を払拭するため、同社を売却することにより原価及び人件費等の経費の削減を図り、日系メーカー

からの受注回復による販売単価の上昇により、売上総利益率の改善を行ってまいります。これらの要

因及び対応策を予定、実施することにより、当該事業の黒字化を図ります。  

 なお、上記株式譲渡代金は3,500千USドルであり、平成22年９月30日現在までに2,800千USドルが入

金済みであります。残金は、平成23年12月までに３回に分けて入金される予定でありますが、当社グ

ループが契約上の様々な義務を履行することが支払要件とされており、当該義務履行等に伴い経済的

負担が発生する可能性、代金回収に関する不確実性が存在しております。 

２．環境関連事業  

 既存商品であるバイオマスプラスチック、エコバイク、新しい環境関連商品等の高品質・低価格化

による当該事業の拡大、原価低減、売上総利益率向上により効率的事業体制を確立し、当該事業の黒

字化を図ってまいります。 

３．リアリティプロダクツ事業  

 ３Ｄ関連商品（３Ｄモジュール及び３Ｄモニター）の商品開発を推進しております。当社独自の技

術による「裸眼３Ｄ映像用モニター」（商品名 グラスフリー ３Ｄ ＲＶモニター）の開発を進めて

おり、平成22年６月に業務提携しました株式会社ダイマジックのサラウンド音響技術を当社の３Ｄ映

像と融合することにより、３Ｄ映像及び３Ｄ音響を同時に楽しんで頂ける商品となっております。現

在、平成23年１月下旬から２月中旬の発売に向け準備を進めております。昨今の映画産業及びＴＶ放

送業界等において、デジタル化、３Ｄ化の進展が著しいことから、「裸眼３Ｄ映像用モニター」の市

場には大きな可能性があるものと確信しております。３Ｄ関連商品の重点的、効率的かつ効果的な研

究開発を進め、予定どおり市場に投入し、初期投資額を早期に回収し、当該事業の黒字化を図ってま

いります。 

 更に今後は「３Ｄモジュール及び３Ｄモニター」の開発及び販売にとどまらず、新規技術とニーズ

の開拓を推進します。 

(3) 継続企業の前提に関する注記
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・「資金繰りの見直し」  

１．Ｏａｋキャピタル株式会社による新株予約権の行使  

 Ｏａｋキャピタル株式会社に対して、平成22年６月10日に新株予約権（権利行使予定総額約４億

円）を発行しております。今後Ｏａｋキャピタル株式会社が権利を行使することにより、資金の調達

が可能となりますが、本新株予約権行使については、その性質上、割当先であるＯａｋキャピタル株

式会社に委ねられることから、当社にとって機動的な調達となりえない可能性があり、不確実性が存

在します。当社は、今後権利行使が順調に進むよう、業績回復、向上に努めてまいります。 

２．返済条件に関する金融機関との協議  

 平成22年９月28日償還予定であった社債100百万円については、現在取引のある金融機関から長短

借入金100百万円を調達することができ、予定どおり償還いたしました。  

 また、別の金融機関に対して、借入金の毎月の約定返済額が多額の為、６ヶ月間元本のリスケジュ

ールを要請しておりましたが、平成22年９月末より平成23年２月末まで実施して頂くことになりまし

た。  

 なお、当該借入金以外の有利子負債については、約定返済を行う予定としております。 

  

これらの対応策は、当社グループの努力や意思決定だけでは達成できない不確定要素が含まれてお

り、今後の経済情勢並びに金融情勢によっては、当初予定した計画どおりに計画を推進できない可能

性があるため、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。 

  なお、四半期連結財務諸表は、継続企業を前提として作成しており、上記のような重要な不確実性

の影響を四半期連結財務諸表には反映しておりません。 

  

当社は、平成22年６月11日付及び平成22年９月30日付で、Ｏａｋキャピタル株式会社の新株予約権の

行使による払込みを受けました。この結果、当第２四半期連結累計期間において資本金が25,955千円、

資本準備金が25,955千円増加し、当第２四半期連結会計期間末において、資本金が547,801千円、資本

剰余金が536,801千円となっております。  

  

(4) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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